
具体的取組項目の進捗状況(実績) 平成２３年２月

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

324,857 414,844 481,883 481,960 485,258 311,459 440,474 488,798 508,976 549,258

120,632 134,130 184,030 184,030 184,030 121,737 144,987 227,020 220,915 219,301

①
７月実施

②
４月から
実施

18,735 59,195 60,395 60,395 60,395 効果額〔実績〕 18,935 効果額〔実績〕 60,855 効果額〔実績〕 100,289 効果額〔実績〕 94,788 効果額〔実績〕 91,713

４月から
実施

204 204 204 204 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 204 効果額〔実績〕 204 効果額〔実績〕 204 効果額〔実績〕 204

７月実施

5,100 5,100 5,100 5,100 5,100 効果額〔実績〕 5,100 効果額〔実績〕 5,100 効果額〔実績〕 5,100 効果額〔実績〕 5,100 効果額〔実績〕 5,100

８月実施

67,325 42,225 67,325 67,325 67,325 効果額〔実績〕 67,325 効果額〔実績〕 48,252 効果額〔実績〕 67,325 効果額〔実績〕 67,325 効果額〔実績〕 67,325

８月実施

効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕

４月から
実施

134 134 134 134 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 134 効果額〔実績〕 134 効果額〔実績〕 134 効果額〔実績〕 134

４月実施
４月から
実施

600 800 800 800 800 効果額〔実績〕 1,257 効果額〔実績〕 1,286 効果額〔実績〕 1,580 効果額〔実績〕 1,511 効果額〔実績〕 3,624

４月から
実施

23,600 23,600 23,600 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 23,694 効果額〔実績〕 23,694 効果額〔実績〕 23,694

８月実施

28,872 26,472 26,472 26,472 26,472 効果額〔実績〕 29,120 効果額〔実績〕 29,156 効果額〔実績〕 28,694 効果額〔実績〕 28,159 効果額〔実績〕 27,507

進　　　捗　　　状　　　況

文化庁の補助金を利用する
等、支出の削減に努めた。

平成２１年度

大阪東たばこ商業協同組合へ
のたばこ販売促進補助金を廃
止

平成２０年度

各事業補助金の精査を継続し
て実施

平成１９年度

市民劇場委
員会補助事
業の見直し

従来の利子補給制度を廃止し、
創業支援のための利子補給制
度を創設

10
産業振興
課

中小企業支
援

事業補助金
の見直し

市民文化会館市民劇場委員会
補助事業を段階的に精査（１６
年度：８本→１７年度：５本→１８
年度４本に縮小）し、支出の縮
減をはかる

9 納税課
前納報奨金
などの見直
し

全期前納報奨金の廃止

8
社会教育
課

課税課
事業補助金
（※2）の見
直し

大阪東たばこ商業協同組合へ
のたばこ販売促進補助金の廃
止

3
産業振興
課

事業補助金
の見直し

地域小規模事業活性化事業補
助金の対象のうち、プレミアム
商品券を廃止

老人集会所増築費・補修費補
助金の廃止

5
高齢介護
課

事業補助金
の見直し

高齢介護
課

事業補助金
の見直し

①補助金の見直し

老人福祉施設整備費補助金の
廃止

4

1 共通

②団体運営補助金を廃止し、
事業補助金としてH18年度予
算に計上

各事業補助金の精査（民間保
育園の廃園等を含む）

近隣市の状況を調査

各種補助金
の一律ゼロ
ベースから
の見直し
（No2～6、8
～10以外）

①団体等補助金は一律20%ｶｯﾄ
②団体運営補助金（※1）の廃
止と事業補助への再構築
　事業補助金は必要性・公益性
を個別精査することによる積み
上げ方式とする。

6 納税貯蓄組合補助金の廃止納税課

2

新 行 財 政 計 画の 内 容
実施時期と効果額（千円）

平成１８年度

①H17補正予算において20％
カットを実施
②H18予算編成に際し、補助
金の内容を精査

平成１７年度
番号 担当課 テーマ 実施内容（概要）

（１）事務・事業の再編・整理、廃止・統合

８月に要綱を廃止

プレミアム商品券を廃止

８月に要綱を廃止
【４番で効果額を算定】

4月に実施
（補助金交付規則を廃止）

補助事業を段階的に精査し、
１７年度は５本を実施。結果と
して支出の縮減を図ることがで
きた。

１８年度も補助事業をより一層
精査し、４本の事業に縮小して
実施。

１９年度も補助事業をより一層
精査し、３本の事業に縮小して
実施。

３月議会に条例の一部改正を
提案

市民に広報、啓蒙を図る
（当初の納付書に廃止の案内
を同封、広報・ホームページに
廃止の記事掲載等）

4月実施

　従来の緊急利子補給制度を
廃止し、新たに創業支援のた
めの利子補給を実施

平成２０年度もより一層精
査し、３事業を実施。

取組実績と効果額〔実績〕（千円）

1



具体的取組項目の進捗状況(実績) 平成２３年２月

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

進　　　捗　　　状　　　況

平成２１年度平成２０年度平成１９年度

新 行 財 政 計 画の 内 容
実施時期と効果額（千円）

平成１８年度平成１７年度
番号 担当課 テーマ 実施内容（概要）

取組実績と効果額〔実績〕（千円）

7月まで
に検討

効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕

②扶助費・給付金等の見直し 69,414 108,399 110,266 110,266 110,266 69,664 115,237 119,879 121,839 125,559

12月実施

12,021 12,021 12,021 12,021 12,021 効果額〔実績〕 12,021 効果額〔実績〕 12,021 効果額〔実績〕 12,021 効果額〔実績〕 12,021 効果額〔実績〕 12,021

５月から
実施

26,394 26,394 26,394 26,394 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 33,003 効果額〔実績〕 32,724 効果額〔実績〕 32,497 効果額〔実績〕 32,271

４月から
実施

1,149 1,149 1,149 1,149 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 1,607 効果額〔実績〕 1,837 効果額〔実績〕 1,969 効果額〔実績〕 1,815

７月実施

50,173 50,173 50,173 50,173 50,173 効果額〔実績〕 50,173 効果額〔実績〕 50,173 効果額〔実績〕 50,173 効果額〔実績〕 50,173 効果額〔実績〕 50,173

７月実施

7,480 6,210 6,210 6,210 6,210 効果額〔実績〕 7,730 効果額〔実績〕 7,860 効果額〔実績〕 7,790 効果額〔実績〕 7,430 効果額〔実績〕 6,750

７月実施

-260 -1,140 -1,140 -1,140 -1,140 効果額〔実績〕 -260 効果額〔実績〕 -710 効果額〔実績〕 -830 効果額〔実績〕 -810 効果額〔実績〕 -970

４月から
実施

240 240 240 240 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 240 効果額〔実績〕 240 効果額〔実績〕 240 効果額〔実績〕 240

４月から
実施

2,000 2,000 2,000 2,000 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 2,706 効果額〔実績〕 4,434 効果額〔実績〕 6,700 効果額〔実績〕 11,895

大阪府の補助金廃止に伴い
廃止

　医療事務講座の開催日数を
増やし実施するとともに、パソ
コン教室を実施した。

多様な保護者の幼稚園に対す
るニーズに対応するため、幅
広い就園機会の確保や子育
て支援策などからも見直しを
慎重に検討して行きたい。
【効果額は取組項目１番に含
む】

家族介護ヘルパー受講支援事
業の廃止

165
高齢介護
課

福祉施策の
見直し

16
高齢介護
課

福祉施策の
見直し

寝たきり見舞金の増額

高齢介護
課

福祉施策の
見直し

敬老福祉金の廃止

15
高齢介護
課

福祉施策の
見直し

長寿祝い金の減額

14

13 こども課
福祉施策の
見直し

母子家庭等福祉金の廃止
新規事業として就職に役立つ資
格や技能の習得支援のため、
パソコン講座や簿記３級講座等
を実施

柏原市内に居住し且つ市内の
私立幼稚園に在園する4歳児、5
歳児の保護者に対する補助金
の見直し

社会福祉
課

福祉施策の
見直し

身体・知的障害者、特定疾患
（※4）者福祉金の廃止
新規事業として重度障害者の社
会参加促進のためタクシー利用
料金を一部助成

11
社会福祉
課

福祉施策の
見直し

柏原市準援護世帯（※3）見舞
金の廃止

私立幼稚園
保護者補助
金の見直し

164
教育総務
課

12

１０月に要綱廃止
柏原市準援護世帯見舞金の
廃止

　見直しに向け、私立幼稚園
関係者等との意見交換を7月
から断続的に行い、また、教
育委員会議での協議を経るな
ど、適切な見直し額算定に向
け意見集約し、減額方向で論
点を醸成し、賛意を得て一定
の結論を導いた。

公立幼稚園就園率向上と、公
立幼稚園及び私立幼稚園の
維持均衡を図るため、平成19
年4月から補助金年額を園児
一人につき一律18,000円に改
正した。【効果額は取組項目１
番に含む】

３月議会に条例（身体・知的障
害者福祉金）廃止提案
３月に要綱（特定疾患者福祉
金）の廃止

４月に廃止
新規事業として、重度障害者
の社会参加促進のためタク
シー利用料金を一部助成

重度障害者の社会参加促進
のためのタクシー利用料金を
一部助成

３月議会に母子家庭等福祉金
の廃止条例提案

４月に廃止
新規事業として、就職に役立
つ資格や技能の習得支援の
ため、 パソコン講座や簿記３
級講座等を実施

　事業実施２年目であることか
ら、前年度好評であった講座
は継続して開催する。

６月に市条例を改正

６月に市条例を改正

６月に市条例を改正

４月に実施

　医療事務講座、簿記３級講
座、パソコン教室を実施し、就
労相談業務の活性化を図っ
た。

本年度においても、さらなる見
直しについて、私立幼稚園関
係者等との意見交換や内部検
討を重ねたが、一定の結論に
至らなかった。【効果額は取組
項目１番に含む】

166
高齢介護
課

福祉施策の
見直し

高齢者住宅改造助成金の限度
額見直し

４月に実施
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具体的取組項目の進捗状況(実績) 平成２３年２月

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

進　　　捗　　　状　　　況

平成２１年度平成２０年度平成１９年度

新 行 財 政 計 画の 内 容
実施時期と効果額（千円）

平成１８年度平成１７年度
番号 担当課 テーマ 実施内容（概要）

取組実績と効果額〔実績〕（千円）

４月から
実施

4,400 4,400 4,400 4,400 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 4,370 効果額〔実績〕 4,409 効果額〔実績〕 4,412 効果額〔実績〕 4,411

４月から
実施

2,085 2,085 2,085 2,085 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 2,085 効果額〔実績〕 2,085 効果額〔実績〕 2,085 効果額〔実績〕 2,085

４月から
実施

3,000 3,000 3,000 3,000 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 1,148 効果額〔実績〕 1,262 効果額〔実績〕 1,388 効果額〔実績〕 1,134

①４月から
実施
②10月か
ら実施

1,867 3,734 3,734 3,734 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 734 効果額〔実績〕 3,734 効果額〔実績〕 3,734 効果額〔実績〕 3,734

③国庫(府)補助負担金一般財源化対象事業の見直し 9,452 12,820 14,051 14,051 10,343 13,904 13,905 14,036

４月から
実施

7,632 11,000 12,231 12,231 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 8,643 効果額〔実績〕 12,084 効果額〔実績〕 12,085 効果額〔実績〕 12,216

４月から
実施

1,820 1,820 1,820 1,820 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 1,700 効果額〔実績〕 1,820 効果額〔実績〕 1,820 効果額〔実績〕 1,820

④普通建設事業の見直し 100,000 86,000 86,000 86,000 86,000 92,592 122,848 73,142 76,325 119,449

４月実施

100,000 86,000 86,000 86,000 86,000 効果額〔実績〕 92,592 効果額〔実績〕 122,848 効果額〔実績〕 73,142 効果額〔実績〕 76,325 効果額〔実績〕 119,449

年度末ま
でに検討

⑤委託事業の見直し 14,136 46,736 56,736 56,736 56,736 5,916 20,129 35,322 57,744 58,676

４月から
実施

8,000 8,000 8,000 8,000 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 9,384 効果額〔実績〕 11,261 効果額〔実績〕 11,261 効果額〔実績〕 11,366

火葬、清掃業務委託の入札を
実施(３年長期契約)
２１年６月に契約

防災、緊急、安全などを評点化
し実現的な都市整備を計画的に
行い、投資的経費を抑制する
（一般財源ベースの１０％削減）

20
環境保全
課

契約方法の
改善

斎場は引き続き直営で運営する
が、業務委託に入札を導入し経
費節減

19 各課
事業の見直
し

171
駅前再開
発事務所

重度身体・知的障害者入院時
食事療養費助成の一部廃止

18
高齢介護
課

福祉施策の
見直し

訪問介護利用者負担額助成の
市単独分の廃止

17
社会福祉
課

福祉施策の
見直し

３月議会に条例一部改正提案
　重度身体・知的障害者入院
時食事療養費助成を２０歳以
下とする。

３月に要綱を廃止 ４月に実施

事業計画、事業手法等の見直
しにより事業費を抑制し、予算
に反映

入札による設計書、仕様書等
検討済。

火葬、清掃業務委託の入札を
実施(３年長期契約)
１８年６月に契約

４月に実施

170
高齢介護
課

福祉施策の
見直し

紙おむつ給付事業対象者の見
直し。
①課税世帯の新規受付廃止
②支給対象者を非課税世帯に
限定

168
高齢介護
課

講座の見直
し

２級ホームヘルパー養成基礎講
習会の廃止

167
高齢介護
課

福祉施策の
見直し

はり・きゅう・マッサージ施術費
助成の回数及び補助額の見直
し

①４月に実施
②１０月に実施

ＪＲ柏原駅
西口地区市
街地再開発
事業等の見
直し

市の歳出の縮小を図るため、再
開発ビルの買取及び駅周辺関
連事業について見直しを行うと
ともに、地域の活性化を図る。

　市の歳出縮小のため、次の
とおり事業を見直した。
①再開発ビル公益棟の４階の
床について市が買取る計画を
特定建築者に変更
②駅周辺関連事業について歩
行者デッキのコスト削減

　【効果額については、行革取組分に算入せず、収支見通しに直接反映する。】

169
高齢介護
課

福祉施策の
見直し

在宅配食サービスにおける調理
コストの徴収

４月に実施

　再開発ビル約17億円と歩行
者デッキ約4.2億円の計21.2億
円を見直し、再開発ビル10.7
億円と歩行者デッキ1.3億円の
計12.0億円となり約9.2億円を
削減した。

JR柏原駅周辺整備について
事後評価を行い、改善策を含
む今後の方針を立て各課へ引
継ぎ、地域の活性化を図った。

４月に実施
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具体的取組項目の進捗状況(実績) 平成２３年２月

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

進　　　捗　　　状　　　況

平成２１年度平成２０年度平成１９年度

新 行 財 政 計 画の 内 容
実施時期と効果額（千円）

平成１８年度平成１７年度
番号 担当課 テーマ 実施内容（概要）

取組実績と効果額〔実績〕（千円）

４月実施

7,568 7,568 7,568 7,568 7,568 効果額〔実績〕 -110 効果額〔実績〕 -3,045 効果額〔実績〕 8,185 効果額〔実績〕 23,682 効果額〔実績〕 24,381

４月実施

6,568 31,168 41,168 41,168 41,168 効果額〔実績〕 6,026 効果額〔実績〕 13,790 効果額〔実績〕 15,876 効果額〔実績〕 22,801 効果額〔実績〕 22,929

４月実施

効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕

⑥類似事業等の見直し 4,363 8,184 8,184 8,184 8,184 4,353 9,882 10,798 10,153 9,957

①
４月実施

②
４月から
実施

990 3,168 3,168 3,168 3,168 効果額〔実績〕 726 効果額〔実績〕 2,178 効果額〔実績〕 2,178 効果額〔実績〕 2,178 効果額〔実績〕 2,178

①
８月実施

②
４月から
実施

473 643 643 643 643 効果額〔実績〕 750 効果額〔実績〕 2,874 効果額〔実績〕 2,878 効果額〔実績〕 2,768 効果額〔実績〕 3,208

８月から
実施

効果額〔実績〕 -209 効果額〔実績〕 1,097 効果額〔実績〕 897 効果額〔実績〕 498 効果額〔実績〕 131

11月から
実施

50 50 50 50 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 50 効果額〔実績〕 50 効果額〔実績〕 50 効果額〔実績〕 50

4月から
実施

効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 -874 効果額〔実績〕 -829 効果額〔実績〕 -812 効果額〔実績〕 -857

３Ｒ推進の啓発拡大充実を図り併
せて、　啓発用チラシの充実、警
備体制の整備を図る。また参加
者へアンケートを配布した。

引き続きアンケートをとりなが
らニーズのある講座を実施し、
好評の教養講座を3講座実施
した。

若者の参加増を図るため、会
場の見直し、若者の意見の反
映を図っていく。

従来の委託内容を見直し
（55,372千円）
柏原駅西口第２自転車自動車
駐車場管理業務5,075千円を
開始《30,991千円》

概ね、随意契約から入札へ切
り替えを行ったが、引き続き取
組みを継続する。

２２番で効果額を算定

保険年金
課

イベント等の
見直し

健康まつりの業務をふれあい祭
に統合し、ふれあい祭りの行事
内容を見直し。

28
環境保全
課

イベント等の
見直し

環境フェアは、環境問題啓発の
ため引き続き実施し、内容の充
実を図る

27

①内容の類似した講座の整理
及び、利用の少ない講座の縮
小・廃止。
②住民ニーズに合った新規講
座の開設。

26
人権推進
課

イベント等の
見直し

平和展については、多数の業者
から企画を募り、経費節減と企
画の良質化を実施。

25 公民館
講座の見直
し

市役所及び各施設の清掃業務
の入札方法を改善

24 文化財課
高井田文化
教室の見直
し

公民館講座と重複する講座は
廃止統合
① １７年度一部廃止
② １８年度全部廃止（公民館講
座と統合）

23
契約検査
課

契約方法改
善

シルバー人材センターへの委託
業務の見直し
(見直し額：２４，５２２千円、小学
校安全監視員配置業務追加
額：16，964千円）

22
契約検査
課

契約方法の
改善につい
て

各課分散発注している委託業務
を統合発注
競争性を向上させるため、随意
契約を入札に切替

21 共通
民間委託の
検討

従来の業務の委託内容を見
直し（削減額17,127千円)
節減した経費で小学校安全監
視員配置業務等を開始《追加
業務合計17,237千円》

従来の委託内容を見直し
（20,759千円）
運動広場の施設管理清掃業
務6,616千円を開始《23,804千
円》
※一部指定管理制度に移行

従来の委託内容を見直し
（33,574千円）
広報かしわら配送業務1,001千
円を開始《25,389千円》

　５業務（清掃2・保守点検2・
管理1）について、随意契約か
ら入札に切り替えた。（切り替
えた業務の一部は特別会計に
つき、113番に効果額を計上）

　H17年度に実施した各課対
象のﾋｱﾘﾝｸﾞに基づき、今まで
の随意契約のうち30件を入札
及び同業務を集約し複数の見
積もりによる契約に切り替え
た。

 
　随意契約のうち、１件を入札
に、８件をまとめて複数の見積
もりによる契約に切り替える。

入札方法改善
【２２番で効果額を算定】

①１７年度一部廃止
②講座統合に向けて、公民館
と協議し、協議結果を講師に
通知。

４月に全部廃止

①パソコン講座､きもの講座の
縮小､茶道（表）講座を休止
②「市民文化講座」として希望
する講座についてアンケート
調査を実施

②アンケート結果により、ニー
ズの少ない講座を縮小・廃
止。希望の多い「お菓子作り」
「絵手紙・ちぎり絵」「押し花」
「水墨画」「短歌」等から新規講
座を開設。

引き続き、教える側と習う側の
住民ニーズに合った講座を実
施。また、大学教授を招聘して
２教養講座を実施した。

府内他市における平和展の事
業内容や予算を研究した。良
質内容・低額予算での実施を
検討する。

府内他市における平和展の事
業内容や予算を研究した。良
質内容・低額予算で実施した。

会場の変更、映画の上映を
行った。前年に対し効果額は、
マイナスとなった。

保険年金課担当部分の健康
まつりをふれあい祭に統合
ふれあい祭りﾌｱﾌｱﾏｯﾄの廃止

　環境フェア実行委員会に対
し、補助制度を適用していた
が、事業主体は市のため委託
料に変更した。

３Ｒ推進の拡大充実を図り併
せて環境保全の啓発を行っ
た。　啓発用チラシの充実、警
備体制の整備を図った。

従来の委託内容を見直し
（50,054千円）
H17～19の取り組みのみ
《26,372千円》

　引き続き、随意契約から入
札へ切り替えるよう取り組みを
継続する。

アンケートをとりながらニーズ
のある講座を実施し、また、好
評の教養講座を３講座実施し
た。

参加者アンケートの意見等を
取り入れて身近なテーマとし、
企画の見直しを行った。

３Ｒ推進の啓発拡大充実を図
り併せて、　啓発用チラシの充
実、警備体制の整備を図る。
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具体的取組項目の進捗状況(実績) 平成２３年２月

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

進　　　捗　　　状　　　況

平成２１年度平成２０年度平成１９年度

新 行 財 政 計 画の 内 容
実施時期と効果額（千円）

平成１８年度平成１７年度
番号 担当課 テーマ 実施内容（概要）

取組実績と効果額〔実績〕（千円）

４月から
実施

200 200 200 200 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 200 効果額〔実績〕 200 効果額〔実績〕 200 効果額〔実績〕 200

４月から
実施

250 250 250 250 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 250 効果額〔実績〕 250 効果額〔実績〕 250 効果額〔実績〕 250

８月から
実施

163 163 163 163 効果額〔実績〕 219 効果額〔実績〕 262 効果額〔実績〕 247 効果額〔実績〕 222 効果額〔実績〕 324

９月実施

140 140 140 140 140 効果額〔実績〕 0 効果額〔実績〕 140 効果額〔実績〕 640 効果額〔実績〕 640 効果額〔実績〕 640

９月実施

654 654 654 654 654 効果額〔実績〕 654 効果額〔実績〕 654 効果額〔実績〕 654 効果額〔実績〕 654 効果額〔実績〕 654

７月から
実施

5 5 5 5 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 5 効果額〔実績〕 5 効果額〔実績〕 5 効果額〔実績〕 5

４月実施

950 950 950 950 950 効果額〔実績〕 950 効果額〔実績〕 950 効果額〔実績〕 950 効果額〔実績〕 950 効果額〔実績〕 950

４月実施

789 789 789 789 789 効果額〔実績〕 789 効果額〔実績〕 789 効果額〔実績〕 789 効果額〔実績〕 789 効果額〔実績〕 789

地産地消直売所の開設に伴
い野菜朝市を取りやめ。

公園緑地
課

イベント等の
見直し

玉手山公園の春の桜まつり・秋
のフェスティバル廃止

36
社会教育
課

イベント等の
見直し

ファミリーカーニバル、ガーデン
フェスティバルは事業効果が希
薄であるため廃止する

35

金婚祝賀式を老人福祉大会に
統合

34
健康福祉
課

イベント等の
見直し

健康まつりのふれあいまつりへ
の統合

33
高齢介護
課

イベント等の
見直し

産業振興
課

イベント等の
見直し

農業祭（ぶどう祭・野菜朝市）に
ついて、経費節減に努め、市外
でのぶどうＰＲ即売会や、野菜
朝市の充実化を実施。

32
高齢介護
課

イベント等の
見直し

老人福祉大会の規模を縮小

31

商工まつりについて、経費節減
に努める一方、物産展示即売会
や市内企業紹介ブースを拡大。

30
産業振興
課

イベント等の
見直し

観光ぶどう狩りキャンペーンは、
従来の方法を見直し、観光ぶど
うセンターが主体となった新たな
ＰＲを実施。

29
産業振興
課

イベント等の
見直し

　10月9日実施の商工まつりに
おいて、物産展示等で市内商
工業のＰＲに努めながら、経費
節減を実施。今後の方向性に
ついて、商工会と協議。

　補助対象とする事業内容を
精査・絞り込む一方、物産展
示即売会や市内企業紹介
ブースを拡大し、市内商工業
のPRに努めた。

市民郷土まつりとの共催で実
施し、市内商工業のPRに努め
た。

　天王寺駅でのぶどうミニパッ
クの無料配布を休止し、観光
ぶどうセンター30周年記念
キャンペーン(入園者にぶどう
１房プレゼント）を支援した。ま
た、大阪府へのＰＲ依頼及び
表敬訪問を行った。

　観光ぶどう狩りキャンペーン
は、観光どうセンターが主体と
なって実施するようにした。ま
た、ラジオ放送での宣伝活動
にも努めた。

消耗品等の支出についての精
査を行った。

ぶどう祭(即売会)の市外実施
を検討したが、毎年購入される
市外の顧客もあり、例年どおり
開催した。野菜朝市は、より多
くの参加農家を募り、JAと連携
して開催し、｢地産地消」を推
進した。

野菜朝市は、国際交流フェス
タとの共同開催で実施し、｢地
産地消｣を推進した。

１日２回公演を１回に縮小
費用対効果に照らし、対象者
への案内はがきの送付を取り
やめた。

老人福祉大会に統合

｢ふれあい広場｣へ統合して実
施する　（健康まつりは中止す
る）

廃止

廃止
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具体的取組項目の進捗状況(実績) 平成２３年２月

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

進　　　捗　　　状　　　況

平成２１年度平成２０年度平成１９年度

新 行 財 政 計 画の 内 容
実施時期と効果額（千円）

平成１８年度平成１７年度
番号 担当課 テーマ 実施内容（概要）

取組実績と効果額〔実績〕（千円）

４月から
実施

100 100 100 100 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 136 効果額〔実績〕 146 効果額〔実績〕 131 効果額〔実績〕 143

４月から
実施

240 240 240 240 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 280 効果額〔実績〕 280 効果額〔実績〕 280 効果額〔実績〕 280

４月から
実施

315 315 315 315 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 315 効果額〔実績〕 315 効果額〔実績〕 315 効果額〔実績〕 315

３月実施

367 567 567 567 567 効果額〔実績〕 474 効果額〔実績〕 626 効果額〔実績〕 1,198 効果額〔実績〕 1,085 効果額〔実績〕 747

⑦その他経費・事業費の必要性、費用対効果等による見直し 16,312 22,273 25,991 25,991 25,991 16,618 17,167 8,373 5,657 1,279

９月実施

5,147 4,740 4,740 4,740 4,740 効果額〔実績〕 5,147 効果額〔実績〕 4,714 効果額〔実績〕 4,174 効果額〔実績〕 3,198 効果額〔実績〕 1,537

４月から
実施

550 550 550 550 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 471 効果額〔実績〕 471 効果額〔実績〕 471 効果額〔実績〕 471

①
４月実施

②
４月から
実施

6,870 6,690 6,690 6,690 6,690 効果額〔実績〕 6,031 効果額〔実績〕 6,183 効果額〔実績〕 6,184 効果額〔実績〕 6,270 効果額〔実績〕 3,422

市民体育祭を柏原市民総合
フェスティバルの一環として開
催。参加者・競技役員の増加
に伴い効果額減少。

5台（耐用年数経過の軽貨物
車4台・排ガス規制によりバス1
台）を廃車し軽貨物車３台とハ
イエース１台とバス１台をリー
ス。

21年度は友好都市である新郷市
の市制60周年であったため市訪
中団による交流事業を行なった。
また、前年と同様の地域と連携し
た国際交流事業を実施した。（国
際交流フェスティバル、留学生の
ホームビジット）

開講の式典は行わず、講座の
合同説明会を実施。また、閉
校式・成果発表会は行わず、
市民文化祭に作品等を発表し
た。

市民ふれ
あい課

国際交流事
業の見直し

①交流事業は原則凍結し、青少
年交流事業のみ、基金運用益
金の活用で実施。　②地域と連
携し、「国際化に対応した地域・
人づくりの推進」に施策展開を
移行。

43

車両保有台数を削減しリース・
レンタルを活用し維持経費を削
減する

42 総務課
事務事業概
要書の廃止

予算・決算参考資料の作成によ
り事務事業概要書の廃止

41
車両運行
課

公用車の管
理運営方法
について

指導課
イベント等の
見直し

かしわら郷土カルタ大会は、事
業実施の負担に比して事業効
果に乏しいため、今年度限りで
廃止する

40
スポーツ
振興課

イベント等の
見直し

体育協会への委託により、比較
的少ない経費で運営出来てい
る。基本的には現行継続としな
がら、記念品の精査等、改善余
地のある部分の検討を行う。

39

市民文化講座の開講式・閉講
式の見直し

38 公民館
イベント等の
見直し

市民文化祭について、より広範
な市民参加促進の観点から、類
似イベントとの関係整理や補助
のあり方を含め、市民文化祭の
実施内容の見直しを行う。

37 公民館
イベント等の
見直し

参加賞・委託料の精査（市民
健康マラソン大会）

参加賞・委託料を減額。（市民
体育祭・市民健康マラソン大
会）
特別スポーツ教室を廃止。

事業内容を低下させないた
め、委託料は据え置き、参加
賞の減額を図った。(市民体育
祭は雨天中止により委託料は
前日準備分を支出)

　受講者の強い要望により17
年度の閉講式は、当初の予定
通り実施。18年度からは､旧来
の開講式･閉講式のまま開催
せず、役割を明確にし、新たな
位置づけで実施。

　開講の式典を事務的な合同
説明会に変更。合同閉校式は
行わず各講座の最終日に講
座修了記録ｶｰﾄﾞを授与。卒業
作品展に代え講座生・講師主
導で成果発表会を実施。修了
証書及び皆勤賞と記念品は廃
止。

　開講の式典は行わず、講座
の合同説明会を実施。また、
閉講式も行わず、１年間講座
で学習した成果発表会を実施
した。

　市民主体の市民文化祭とす
るため、開催期間や事業内容
を見直し、より気軽に参加でき
る市民文化祭づくりを、主管団
体の柏原市文化連盟とともに
検討した。

　「文化講演会」について、同
様の講演会が柏原市文化連
盟主催の文化連盟祭で開催さ
れ、実施目的は概ね達成され
ているため、重複しての開催
は終了した。

市民文化祭の期間を１週間短
縮し、催しの集中により密度を
上げ、文化祭の魅力を増すこ
とにより参加者を増やした。

４月に廃止

１３台を廃車し、軽貨物車５台
をリース（総数８台削減）なお、
各年度、維持経費と調達コスト
を含んだ効果額としているた
め、台数削減達成後の１９年
度以降は効果額が減少に転じ
る。

１２台を廃車しトラック2台、ダ
ンプ1台をリース（総数９台削
減）
台数の削減はこの年度で達成
した。次年度以降は、安全性
等に鑑み耐用年数を経過した
車両から順次リース化。

１４台（排ガス規制によりトラッ
ク２台、耐用年数経過の軽貨
物車１２台）を廃車し、それぞ
れ同台数をリース。

廃止

国際交流事業（国際交流基金
事業を除く）の凍結

対外的な国際交流事業（国際
交流基金事業を除く）の凍結、
地域と連携した内なる国際交
流事業の展開（第１回国際交
流フェスティバル、留学生の
ホームビジット開催）

 異文化理解を深める事業とし
て、中国新郷市の小学校と国
分東小学校で授業風景等を互
いにビデオ撮影し交換した。ま
た、内なる国際交流も前年度
同様実施した。（国際交流フェ
スティバル１回、留学生のホー
ムビジット２回）

　開講の式典は行わず、講座
の合同説明会を実施。また、
閉講式も行わず、１年間講座
で学習した成果発表会を実施
した。

市民文化祭の期間を前年と同
じく１週間短縮し、催しの集中
により密度を上げ、文化祭の
魅力を増すことにより参加者を
増やした。

6台（耐用年数経過の軽貨物
車）を廃車し、軽貨物車5台と
塵芥車1台をリース

市制50周年事業として、新郷
市体育運動学校、及び新郷市
友好訪日団の来柏により、青
少年の国際理解教育の推進、
友好都市との交流を促進し
た。また地域と連携した国際交
流事業も実施した。（国際交流
ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ、留学生のﾎｰﾑﾋﾞ
ｼﾞｯﾄ）
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具体的取組項目の進捗状況(実績) 平成２３年２月

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

進　　　捗　　　状　　　況

平成２１年度平成２０年度平成１９年度

新 行 財 政 計 画の 内 容
実施時期と効果額（千円）

平成１８年度平成１７年度
番号 担当課 テーマ 実施内容（概要）

取組実績と効果額〔実績〕（千円）

９月実施

200 1,000 1,000 1,000 1,000 効果額〔実績〕 310 効果額〔実績〕 494 効果額〔実績〕 372 効果額〔実績〕 1,032 効果額〔実績〕 1,483

３月実施

効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕

年度末ま
でに検討

効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕

４月から
実施

18 36 36 36 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 -54 効果額〔実績〕 -29 効果額〔実績〕 -27 効果額〔実績〕 52

９月実施

322 321 321 321 321 効果額〔実績〕 322 効果額〔実績〕 315 効果額〔実績〕 311 効果額〔実績〕 311 効果額〔実績〕 311

６月から
実施

-1,300 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 -1,300 効果額〔予定〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕

８月実施

効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕

①
７月実施

②
４月から
実施

387 650 650 650 650 効果額〔実績〕 348 効果額〔実績〕 661 効果額〔実績〕 661 効果額〔実績〕 661 効果額〔実績〕 661

特定健診等の実施

従来の取り組みのほかに、ご
み減量とリサイクル促進のた
め、子供服（５歳児まで）を集
め無償で提供した。

ごみ減量化が推進している中
で、分別の徹底・地域団体等
の集団回収拡大等を推し進め
ていく。

①レンタサイクルは、指定管理
者の自主事業として移行
②③他事業で再利用拡大

公共料金の
自動引き落
とし

広報誌の「ゆずってください・ゆ
ずりますコーナー」により、不要
品の再使用を勧奨する。

46
環境保全
課

ごみ減量施
策の推進

一般家庭ごみの有料化等によ
るごみ減量施策の推進

45
環境保全
課

再使用勧奨
によるごみ
減量の推進

44
保険年金
課

医療費抑制
施策の見直
し

国保ヘルスアップ事業を導入し
て生活習慣病を予防し、医療費
を抑制

長寿者訪問
の見直し

長寿者訪問対象者の見直し

青少年オー
ケストラ後援
事業の見直
し

リサイクル
現在廃棄処分している自転車の
再利用について検討

①自主運営の確立に向け、市
の負担を軽減（半額に）する。
②完全自主運営のため市の負
担を無くす。

各課での事務の効率化と支払
い遅延の防止効果が見込める
ため銀行が提供する公共料金
自動引き落としシステムを導入

50
会計管理
室

支出命令書
添付書類の
見直し

7
社会教育
課

庁内ＬＡＮの掲示板等による添
付書類の周知徹底

49
会計管理
室

47
道路水路
管理課

48
高齢介護
課

自主運営の確立に向け、市の
負担を半額にした。
平成１８年度より自主運営する
との申出あり。

自主運営されるため、市の負
担を無くした。

７月に保健師配属、９月から実施
・フォローアップ教室の実施
・平成１８年度国保へルスアッ
プ事業の実施

国保ヘルスアップ事業終了
特定健診等実施計画策定

　運営充実を図る方法につい
ては、個人情報保護の観点か
らも課題が多く、従来どおり実
施した。

　市民に情報の提供として、情
報掲示板（常設）を本庁、国分
出張所に設置する方法等を検
討したが、掲示場所等によりま
だ、実施に踏切っていない。

個人保護の観点から考え、リ
サイクル品のみ掲示すること
を検討する。(本庁、国分出張
所など)また、ホ-ムペ-ジも併
せて検討。掲示に関し場所の
問題やリアルタイムでの情報
結果に問題があるため中止。

ごみ減量が順調に進んでいる
中で、有料化は時期尚早と判
断したので、検討継続とする。

事業系一般廃棄物の収集運
搬業者を委託制から許可制に
移行するにつき準備中。

①レンタサイクルの検討
②公用車として使用を検討
③販売を検討

①９月に高井田駅自転車第1
自転車駐車場で開始。利用者
数は計画を下回った。
②４月に実施。
③販売店への競売による再利
用方法について他市の現状等
を調査。

①自転車駐車場指定管理者
への運営委譲を検討。
②継続実施
③競売については、調査の結
果、実施は不可能と判断。

対象を市内在宅の男女の最
高齢者とした。

６月に実施
【業務効率化による効果につ
いては、７１番で効果額を算
定】

８月実施

特定健診等の実施

ホームページの件は引き続き
検討する。また、高額品が取
引されているがトラブルがある
ため一定額以下のみで取り扱
う予定。

ごみ減量化が推進している中
で、関係各市との連携を図りな
がら今後も検討していく。

①レンタサイクルの利用状況
を踏まえて、自転車の配車増
設を検討する。
②継続実施
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具体的取組項目の進捗状況(実績) 平成２３年２月

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

進　　　捗　　　状　　　況

平成２１年度平成２０年度平成１９年度

新 行 財 政 計 画の 内 容
実施時期と効果額（千円）

平成１８年度平成１７年度
番号 担当課 テーマ 実施内容（概要）

取組実績と効果額〔実績〕（千円）

４月から
実施

197 197 197 197 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 197 効果額〔実績〕 197 効果額〔実績〕 197 効果額〔実績〕 197

４月から
実施

1,947 1,947 1,947 1,947 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 1,990 効果額〔実績〕 2,014 効果額〔実績〕 2,028 効果額〔実績〕 2,034

４月から
実施

1,090 1,090 1,090 1,090 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 1,090 効果額〔実績〕 1,090 効果額〔実績〕 1,090 効果額〔実績〕 1,090

10月実施

2,939 5,390 5,390 5,390 5,390 効果額〔実績〕 5,243 効果額〔実績〕 6,760 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕

４月から
実施

480 480 480 480 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 480 効果額〔実績〕 480 効果額〔実績〕 480 効果額〔実績〕 480

４月から
実施

2,400 2,400 2,400 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 1,696

10月実施

647 1,500 1,500 1,500 1,500 効果額〔実績〕 647 効果額〔実績〕 1,500 効果額〔実績〕 1,500 効果額〔実績〕 1,500 効果額〔実績〕 1,500

７月から
実施

効果額〔実績〕 -1,120 効果額〔実績〕 -5,840 効果額〔実績〕 -10,710 効果額〔実績〕 -12,626 効果額〔実績〕 -14,189

４月から
実施

4,869 4,869 4,869 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 2,030 効果額〔実績〕 2,104 効果額〔実績〕 2,017

加除式例規集について、係長
級以上の職員への個人配布
を各部署配布に改めることに
より冊数の大幅な削減を図
る。

より多くの方に利用してもらえ
るよう、新停留所設置・ダイヤ
改正等を実施。

好評の事業であるが、開催時
期や時間等、受講者（児童・生
徒）が参加しやすい環境づくり
のため、大学や団体と連携を
強化していく。

185 総務課

大和川河川
敷公園駐車
場の管理に
ついて

大和川河川敷公園駐車場は利
用状況に鑑み「常時開放」から
「必要なときの開放」とし、管理
経費の節減を図る。

62
車両運行
課

運転業務・
市内循環バ
ス等につい
て

住民サービス拡充を主眼に台
数を４台、１６ルートへと従来の
２倍に増し、市内公共施設への
アクセスや乗り継ぎの利便性等
を考慮したルート設定を行う。

57 総務課
庁内の電気
製品の使用
について

各課・係単位で使用している電
気ポット・冷蔵庫等の共同利用
による電気代等の節約

特別旅費の
見直し

旅費の宿泊料を上限１５，０００
円とする。

56 総務課
加除式例規
集の廃止

例規検索システムを活用し、加
除式例規集を廃止

青少年教室
事業の見直
し

青少年教室を体験学習ができる
入門講座に移行。
開講式・閉校式は１８年度から
廃止。

第二土曜日の子どもの過ごし方
の受け皿として実施してきたが、
学校週５日制が定着したため廃
止する

54
社会教育
課

市民への情
報提供の推
進及び手法
の検討

市広報への掲載方法を縮小し
経費節減をはかるとともに、ポ
スター・チラシ等を有効に活用し
ながら、外部（新聞・プレイガイ
ド・掲示板等）を活用する

53 指導課

学校週５日
制施設開放
委託事業の
見直し

社会教育
課

国分東小学
校施設開放
事業の見直
し

利用率が低いので廃止する

55

51

52
社会教育
課

人事課

電気機器の配置見直し
電気機器の配置見直し、節電
対策の実施

４月に廃止

既存青少年教室は民間事業
者と競合する教室について
は、平成１７年度で廃止する。

昆虫、化学実験、電気実験、
つり等、主に体験学習を中心
とした講座に移行し、多数の参
加者があった。

今後も内容を精査し、充実を
はかる。

４月から廃止

経費節減のため、市広報誌へ
の掲載を４月号より縮小（２
ページ減）し、１０月号から無
料掲載に限定。年２回発行の
特集号も、１回（５月号）とし
た。

市民文化会館の指定管理者
制度導入に伴い、情報提供の
取り組みも移行。
（効果額は整理番号64に含
む）

宿泊料を上限15,000円とする
見直しについて、実施に向け
検討中。

宿泊料を上限15,000円とした。

　河川敷駐車場の使用は、常
時開設を止め、イベント等の必
要時に限定。

　加除式例規集の廃止は、情報系端末機が出先機関等に全て配備され、加除式例規集を廃
止することで事務上の問題もないことが確認されれば、加除式例規集を回収のうえ削減してい
くものとする。ただし例規担当課において適正に例規改廃作業を行ううえで、加除式とは異な
る紙媒体の例規集の作成の必要性や情報コーナー等にも閲覧用の例規集の設置の必要性
があるなど現時点での全廃は困難である。

平成18年度実施に向け運行
計画見直し

市内循環バスの運行計画を見
直し新たにバス２台をリース

新たに病院循環用の運行計
画を立てバス２台をリース

既存事業に星空観察を加え、
体験学習を中心とした講座を
市内の大学や団体との連携事
業として開催し、参加者及び保
護者から高評価を得た。

市内循環バスは1ヶ月平均
17,000人送迎。病院送迎バス
は1ヶ月平均1000人を送迎。

　平成20年度中に調査を実施
したうえで、費用削減を図りた
い。
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具体的取組項目の進捗状況(実績) 平成２３年２月

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

進　　　捗　　　状　　　況

平成２１年度平成２０年度平成１９年度

新 行 財 政 計 画の 内 容
実施時期と効果額（千円）

平成１８年度平成１７年度
番号 担当課 テーマ 実施内容（概要）

取組実績と効果額〔実績〕（千円）

⑧情報化推進による行政の効率化 -330 -2,144 -3,298 579 -119 360 2,438 1,001

10月まで
に検討

効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕

９月実施

-330 -2,144 -3,298 効果額〔実績〕 579 効果額〔実績〕 -119 効果額〔実績〕 360 効果額〔実績〕 2,438 効果額〔実績〕 1,001

10月実施

効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕 効果額〔実績〕

地域活性化の交付金を活用
し、地図情報システム用の基
図等をスタンダードなファイル
形式でH22整備予定。

平成１4年度以前の配備分、
劣化分、及び新規配備を実施
した。配備累計４１０台

アンケート結果を検討し、ホー
ムページの内容を確認しなが
ら、充実を図っていく。

ホームページを随時チェック
し、各課に対し、ホームページ
の更新と、内容の充実と文言
をわかりやすくするようになど
を指示した。

ホームページを7月にリニュー
アル。また、職員有志のグ
ループがホームページ研修を
実施。広報誌では、広報独自
の企画ページを随時掲載し
た。

ホームページをチェックし、更
新と内容の充実を図る。また、
ホームページで市民アンケー
トを実施。

ホームページの充実60
広報広聴
課

わかりやす
い市政の実
現

共用空間データ（基図）を全ての
業務が利用し、維持管理の一本
化で経費の節減を図る。

59
情報政策
課

情報の共有
パソコンの適正な配備等ハード
面の充実を図り電子自治体を推
進する

58
行財政改
革推進本
部

統合型ＧＩＳ
（※5）導入
の検討

パソコン３７台配備累計２２４
台
充足率６４％（保育所、病院除
く）

パソコン８２台配備累計２９４
台
充足率約８０％
（保育所１２台配備、病院除く）

パソコン７０台配備
充足率事務系でほぼ１００％
配備累計３５７台

統合型GISの研修・費用対効
果の調査等を実施したが、財
政効果が現れなかった

年度内の導入を目指し検討し
たが、すべての地図について
の整理ができなかった

規格が統一されていない状況
での導入は、無駄が多く、ここ
数年で落ち着く見込みはな
い。よって検討を休止すること
とした。

アンケート結果を検討、ホーム
ページを7月にリニューアル
し、携帯サイトを開設した。

パソコン新規配備はしない。
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